
事 務 連 絡 

令和２年４月３日 

 

各都道府県・指定都市 

精神保健福祉主管部（局） 

 

厚生労働省社会・援護局      

障害保健福祉部精神・障害保健課 

 

精神科を標榜する医療機関における新型コロナウイルス感染症への 

対応について 

 

平素より精神保健福祉行政の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、精神疾患を有する方で

新型コロナウイルスに感染していることが判明した方等について、精神科を標

榜する医療機関（以下、「精神科医療機関」という。）において対応することが

求められる場合が想定されます。 

つきましては、貴部（局）におかれては、下記の点に留意しつつ、感染防護を

図りながら必要な医療の提供を行えるよう、管下における体制の確保にご配意

願います。 

 

記 

 

１．都道府県ごとに、陰圧室等の感染防護機能を有する精神科医療機関を、地域

の実情を踏まえつつ、複数箇所確保することが望ましいこと。 

※簡易陰圧装置の整備については、保健衛生施設等施設・設備整備費補助金

（別添）の対象事業となっている。 

 

２．「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第１版」の「５ 院

内感染防止」（https://www.mhlw.go.jp/content/000609467.pdf）を参照しつつ、感染

防護について適切な管理を行う必要があること。 

 

３．精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 29

条第１項に基づく入院措置を受けた患者については、同項に定める国等の設

置した精神科病院又は指定病院において感染症への対応も行う必要があるこ

と。 



（別添） 

 

簡易陰圧装置の整備については、保健衛生施設等施設・設備整備費補助金の以下の事業

の活用を検討されたい。 

 

 

（35）平成２０年１０月１６日健発第 1016005 号厚生労働省健康局長通知「平成２０年度新型イン

フルエンザ患者入院医療機関設備整備事業の実施について」の別紙「新型インフルエンザ等患者入

院医療機関整備事業実施要綱」により、都道府県が行う施設及び設備整備事業 

 

（35 の 2）平成２０年１０月１６日健発第 1016005 号厚生労働省健康局長通知「平成２０年度新型

インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業の実施について」の別紙「新型インフルエンザ等患

者入院医療機関整備事業実施要綱」により、新型インフルエンザ等患者入院医療機関が行う施設及

び設備整備事業に要する費用に対する都道府県の補助事業 

 

 

１区分 ２種目 ３基準額 ４対象経費 ５補助率 

新型イ 

ンフル 

エンザ 

等患者 

入院医 

療機関 

その他 

の設備 

費 

次により算出された額の合計額 

 

（１）人工呼吸器及び付帯する備品 

厚生労働大臣が必要と認めた額 

×台数 

 

（２）個人防護具 

3,600 円×厚生労働大臣が必要 

と認めた人数分 

 

（３）簡易陰圧装置 

4,320,000 円×厚生労働大臣が 

必要と認めた病床数 

 

（４）簡易ベッド 

51,400 円×厚生労働大臣が必 

要と認めた台数 

 

（５）体外式膜型人工肺及び付帯す 

る備品 

厚生労働大臣が必要と認めた額 

×台数 

 

（６）簡易病室及び付帯する備品 

厚生労働大臣が必要と認めた額 

 

新型インフルエンザ

等患者入院医療機関

の設備を購入するた

めに必要な設備購入

費（ただし、（５）の

整備は、新型コロナ

ウイルス感染症患者

に対し使用する場合

に限る。） 

２分の１ 

 



 

厚生労働省発健０４０１第８号 

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 

 

 

           

各 

都 道 府 県 知 事 

殿 

指 定 都 市 市 長 

中 核 市 市 長 

公 益 財 団 法 人 結 核 予 防 会 理 事 長 

公益財団法人放射線影響研究所理事長 

日 本 赤 十 字 社 社 長 

 

 

 

                                            厚 生 労 働 事 務 次 官 

                                                

 

 

 

保健衛生施設等施設・設備整備費の国庫補助について 

 

 

 

 標記の国庫補助金の交付については、昭和６２年７月３０日厚生省発健医第１７９号厚

生事務次官通知の別紙「保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交付要綱」（以下「交

付要綱」という。）により行われているところであるが、今般、交付要綱の一部が別添新

旧対照表のとおり改正され、令和２年４月１日から適用することとされたので通知する。 

第３項ただし書きに定める交付の対象としないものの取扱いについては、別途通知する。 

 なお、各都道府県知事におかれては、本通知中、市区町村又は医療法人等に対して国庫

補助を行うこととされている部分について、貴管内市区町村又は医療法人等に対する周知

につき配慮願いたい。 
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別 紙 

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交付要綱 

 

昭 和 ６ ２ 年 ７ 月 ３ ０ 日 
厚 生 省 発 健 医 第 １ ７ ９ 号 

 
最終改正 

厚生労働省発健０４０１第８号 
令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 

 
 
 
 

（通則） 

１ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）（以下

「精神保健福祉法」という。）第７条及び第１９条の１０に基づく精神保健福祉セ

ンター、精神科病院、精神科病院以外の病院に設ける精神病室及び感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）（以下「感

染症法」という。）第６２条に基づく特定感染症指定医療機関施設、第一種感染症

指定医療機関施設、第二種感染症指定医療機関施設に係る国庫補助金並びに精神科

デイ・ケア施設、農村検診センター、食肉衛生検査所、市場衛生検査所、原爆被爆

者保健福祉施設、原爆医療施設、原爆被爆者健康管理施設、医薬分業推進支援セン

ター、結核研究所、放射線影響研究所、地方中核がん診療施設、都道府県がん診療

連携拠点病院、結核患者収容モデル病室、多剤耐性結核専門医療機関施設、エイズ

治療拠点病院、難病医療拠点・協力病院、難病相談支援センター、と畜場、臍帯血

バンク、精神科救急情報センター、眼球あっせん機関、感染症外来協力医療機関、

精神科救急医療センター、組織バンク、マンモグラフィ検診実施機関、新型インフ

ルエンザ患者等入院医療機関、ＨＩＶ検査・相談室、末梢血幹細胞採取施設、小児

がん拠点病院、保健所、感染症検査機関、新型コロナウイルス感染症の検査を実施

する機関及び喫煙専用室等の基準適合性を検証する機関に係る国庫補助金について

は、予算の範囲内において交付するものとし、精神保健福祉法、感染症法、沖縄振

興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第１０５条、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労働省所管補

助金等交付規則（平成１２年    令第６号）の規定によるほか、この交付要綱

の定めるところによる。 

   

厚生省 

労働省 
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（交付の目的） 

２ この補助金は、農村検診センター、特定感染症指定医療機関施設等の施設及び設

備を整備し、地域住民の健康増進並びに疾病の予防及び治療を行い、もって公衆衛

生の向上に寄与することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、次の事業（（24）、（25）、（25の2）、（26）、（26の2）、

（31）、（31の2））については、都道府県等が民間資金等の活用による公共施設等

の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第８条第１項に基づき

選定し、同法第１４条第１項に基づき選定事業者が整備した施設を都道府県等が買

収する事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）を含む。）を交付の対象とするものと

する。 

ただし、東京都及び川崎市が設置する（３）、（４）、（６）のうち施設並びに

プリオン検査備品及び牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キットを除く設備、（１４）、

（１５）、（１９）、（２０）のうち非常用発電機・無停電電源装置を除く設備、

（２９）、（３２）、（３４）、（３６）及び（３８）に係る整備事業については、

交付の対象としない。 

（１）精神保健福祉法第１９条の１０第１項に規定する都道府県が設置する精神科病

院、精神科病院以外の病院に設ける精神病室（以下「精神科病院等」という。）

の施設及び設備整備事業並びに同法第１９条の１０第２項に規定する営利を目的

としない法人（以下「非営利法人」という。）が設置する精神科病院等の施設整

備事業及び非営利法人のうち市町村（一部事務組合を含む。）が設置する精神科

病院等の設備整備事業。 

ただし、平成２７年度以降新規の施設整備事業については、原則として、次に

定める精神病床数に関する条件を満たさなければならないこと。 

 ○新設又は増設の場合 

   新設又は増設によって増加する精神病床数と都道府県内の既存の精神病

床数の合計が、都道府県が定めた医療計画上の精神病床の基準病床数を上

回らないこと。 

 ○改築の場合 

   都道府県内の既存の精神病床数が、都道府県が定めた医療計画上の精神

病床の基準病床数を上回っている場合は、改築する病棟の精神病床数を
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１０％以上削減すること。 

   ただし、精神病床の基準病床数と都道府県内の既存の精神病床数の差が、

改築する病棟の精神病床数の１０％以下である場合は、その差分を削減す

ればよいこと。 

また、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条に規定する公的医療機関

以外の非営利法人が設置する精神科病院等の施設整備事業については、精神保健

福祉法第１９条の８の指定を受けた施設のうち、作業・生活療法部門及び特殊病

棟（老人、アルコール、薬物、児童・思春期、合併症、認知症治療）等に係る施

設整備事業で厚生労働大臣が認めるものに限ることとする。 

（２）精神保健福祉法第６条の規定により、都道府県が設置する精神保健福祉センタ

ー及び指定都市（指定都市になることが、政令の公布により明らかにされた市を

含む。）が設置する精神保健福祉センターの施設及び設備整備事業 

 (３) 地方公共団体、公的医療機関、医療法人等の非営利法人が設置する精神科デイ

・ケア施設(病院併設の老人性認知症疾患デイ・ケア施設を含む。以下同じ。)の

施設整備事業及び地方公共団体が設置する精神科デイ・ケア施設の設備整備事業 

 (４）都道府県、指定都市及び精神保健福祉法第３３条の７第１項の規定により指定

を受けた地方公共団体、公的医療機関及び非営利法人が設置する精神科病院等に

整備する精神科救急車の設備整備事業 

 (５) 昭和５９年１月１４日衛発第２３号厚生省公衆衛生局長通知「農山村保健対策

の推進について」の別紙「農村検診センター整備要綱」により医療法第３１条に

規定する公的医療機関の開設者を定める告示（昭和２６年８月厚生省告示第

１６７号）第５号に該当する者が設置する農村検診センターの施設整備事業に要

する費用に対する都道府県の補助事業 

（６）平成４年６月２日衛乳第１１５号厚生省生活衛生局長通知「食肉衛生検査所の

整備について」の別紙「食肉衛生検査所整備要綱」及び平成１４年３月２９日食

発第 0329002号厚生労働省医薬局食品保健部長通知「牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検

査キット整備の実施について」の別紙「牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キット整備

実施要綱」により都道府県及び政令市（地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）

第５条の規定に基づく政令で定める市をいう。以下同じ。）が設置する食肉衛生

検査所の施設及び設備整備事業 

（７）平成１５年６月２６日食発第 0626002号厚生労働省医薬局食品保健部長通知

「市場衛生検査所設備等整備事業について」の別紙「市場衛生検査所設備等整備
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事業実施要綱」により都道府県、政令市及び特別区が設置する市場衛生検査所の

設備整備事業 

（８）昭和６３年１２月１３日健医発第１４１５号厚生省保健医療局長通知「原子爆

弾被爆者養護ホームの設備基準について」により広島県、長崎県、広島市又は長

崎市が共同又は単独で設置する原爆被爆者保健福祉施設の施設及び設備整備事業 

（９）昭和６３年１２月１３日健医発第１４１５号厚生省保健医療局長通知「原子

爆弾被爆者養護ホームの設備基準について」により社会福祉法人及び公益財団法

人が設置する原爆被爆者保健福祉施設の施設及び設備整備事業に要する費用に対

する広島県、長崎県、広島市又は長崎市の共同又は単独の補助事業 

（10）広島赤十字・原爆病院及び長崎原爆病院（以下「原爆医療施設」という。）の

改築整備事業に要する費用に対する広島県、長崎県、広島市又は長崎市の共同又

は単独の補助事業 

（11）広島市・長崎市が設置する原爆被爆者健康管理施設の設備整備事業 

（12）日本赤十字社が原爆被爆者に多くみられる白血病等の診断のために原爆医療施

設に設置する検査機器等の設備整備事業に要する費用に対する広島県又は長崎県

の補助事業 

（13）平成４年８月６日薬発第７２４号厚生省薬務局長通知「医薬分業推進支援セン

ターの整備について」により都道府県薬剤師会及び法人格を有する郡市区薬剤師

会が設置する医薬分業推進支援センターの施設及び設備整備事業に要する費用に

対する都道府県の補助事業 

（14）平成４年１２月１０日健医発第１４１５号厚生省保健医療局長通知「結核患者

収容モデル事業の実施について」により地方公共団体、公的医療機関、医療法人

等の非営利法人が設置する結核患者収容モデル病室の施設整備事業 

（15）平成１１年１２月１４日健医発第１７０３号厚生省保健医療局長通知「多剤耐

性結核専門医療機関整備事業の実施について」の別添「多剤耐性結核専門医療機

関施設整備実施要領」により厚生労働大臣が認める者が整備する多剤耐性結核専

門医療機関の施設整備事業 

（16）平成６年６月２３日健医発第７４６号厚生省保健医療局長通知「エイズ治療拠

点病院整備事業について」により地方公共団体､公的医療機関､医療法人等の非営

利法人が設置するエイズ治療拠点病院の施設及び設備整備事業 

（17）公益財団法人結核予防会が設置する結核研究所の施設及び設備整備事業 

（18）公益財団法人放射線影響研究所の施設整備事業 
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（19）平成１６年９月１０日健発第０９１０００４号厚生労働省健康局長通知「がん

診療施設情報ネットワーク事業の実施について」の別紙「がん診療施設情報ネッ

トワーク事業実施要綱」により都道府県、市町村、独立行政法人等が設置する地

方中核がん診療施設及び都道府県がん診療連携拠点病院の設備整備事業 

（20）平成１０年４月９日健医発第６４０号厚生省保健医療局長通知「重症難病患者

拠点・協力病院設備整備事業について」の別紙「重症難病患者拠点・協力病院設

備整備事業実施要綱」により、都道府県、指定都市及び中核市が設置する難病医

療拠点・協力病院の設備整備事業 

（21）平成１０年４月９日健医発第６４０号厚生省保健医療局長通知「重症難病患者

拠点・協力病院設備整備事業について」の別紙「重症難病患者拠点・協力病院設

備整備事業実施要綱」により、地方公共団体（都道府県、指定都市及び中核市を

除く。）、公的医療機関及び医療法人等の非営利法人が設置する難病医療拠点・

協力病院の設備整備事業に要する費用に対する都道府県又は指定都市若しくは中

核市の補助事業 

（22）平成２７年３月３０日健発０３３０第１７号厚生労働省健康局長通知「難病相

談支援センターの整備について」の別紙「難病相談支援センター施設整備事業実

施要綱」により都道府県及び指定都市が設置する難病相談支援センターの施設整

備事業 

（23）平成１４年１月３１日食発第0131007号厚生労働省医薬局食品保健部長通知

「と畜場衛生設備等整備事業について」の別紙「と畜場衛生設備等整備事業実施

要綱」により都道府県及び市町村が設置すると畜場の設備整備事業 

（24）感染症法第３８条第１項の規定により厚生労働大臣が指定した者が設置する特

定感染症指定医療機関の施設及び設備整備事業 

（25）感染症法第３８条第２項の規定により都道府県が設置する第一種感染症指定医

療機関の施設及び設備整備事業 

（25の2）感染症法第６０条第２項の規定により第一種感染症指定医療機関の設置者が

設置する施設及び設備整備事業に要する費用に対する都道府県の補助事業 

（26）感染症法第３８条第２項の規定により都道府県が設置する第二種感染症指定医

療機関の施設及び設備整備事業。ただし、医療法第７条第２項第２号に規定する

感染症病床に限る。 

（26の2）感染症法第６０条第２項の規定により、第二種感染症指定医療機関の設置者

が設置する第二種感染症指定医療機関の施設及び設備整備事業に要する費用に対
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する都道府県の補助事業。ただし、医療法第７条第２項第２号に規定する感染症

病床に限る。 

（27）感染症法第３８条第２項の規定により都道府県が設置する第二種感染症指定医

療機関の結核病棟のユニット化（結核病棟と一般病棟とを併せて１看護単位とす

ることをいう。以下同じ。）に必要な設備整備事業。ただし、医療法第７条第２

項第３号に規定する結核病床に限る。 

（27の2）感染症法第６０条第２項の規定により、第二種感染症指定医療機関の設置者

が設置する第二種感染症指定医療機関の結核病棟のユニット化に必要な設備整備

事業に要する費用に対する都道府県の補助事業。ただし、医療法第７条第２項第

３号に規定する結核病床に限る。 

（28）平成２６年３月２５日健発０３２５第９号厚生労働省健康局長通知「造血幹細

胞提供推進事業の実施について」の別紙「造血幹細胞提供推進事業実施要綱」に

より、造血幹細胞提供支援機関（日本赤十字社）が行う臍帯血バンクの設備整備

事業 

（29）平成２０年５月２６日障発第0526001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知「精神科救急医療体制整備事業の実施について」の別紙「精神科救急医療

体制整備事業実施要綱」により、都道府県及び指定都市が設置する精神科救急情

報センターの設備整備事業 

（30）平成１２年７月１８日健医発第１１０８号厚生省保健医療局長通知「眼球あっ

せん機関設備整備事業について」の別紙「眼球あっせん機関設備整備事業実施要

綱」により、厚生労働大臣が認める者が設置する眼球あっせん機関の設備整備事

業 

（31）平成１６年３月２９日健発第0329002号厚生労働省健康局長通知「感染症外来

協力医療機関の整備について」の別紙「感染症外来協力医療機関整備事業実施要

綱」により、都道府県が設置する感染症外来協力医療機関の施設及び設備整備事

業 

（31の2）平成１６年３月２９日健発第0329002号厚生労働省健康局長通知「感染症外

来協力医療機関の整備について」の別紙「感染症外来協力医療機関整備事業実施

要綱」により、市町村（一部事務組合を含む。）及び医療法第７条の規定に基づ

く開設の許可を受けた医療機関及び医療法第８条の規定に基づく届出をした診療

所が設置する感染症外来協力医療機関の施設及び設備整備に要する費用に対する

都道府県の補助事業 
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（32）平成１７年７月７日障発第0707001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知「精神科救急医療センター整備事業の実施について」の別紙「精神科救急医

療センター整備事業実施要綱」により、都道府県、指定都市、その他厚生労働大

臣が適当と認める者が設置する精神科救急医療センターの施設整備事業 

 (33) 平成１９年２月５日健発第0205004号厚生労働省健康局長通知「組織バンクの設

備整備事業について」の別紙「組織バンク設備整備事業実施要綱」により、公益

性が高いものとして厚生労働大臣が適当と認める者が設置する組織バンクの設備

整備事業 

 (34）平成１９年４月４日老発第0404004号厚生労働省老健局長通知「マンモグラフィ

検診精度向上事業の実施について」の別紙「マンモグラフィ検診精度向上事業実

施要綱」により都道府県、市町村、厚生労働大臣が適当と認める者がマンモグラ

フィ画像読影支援システムを整備する設備整備事業 

（35）平成２０年１０月１６日健発第1016005号厚生労働省健康局長通知「平成２０年

度新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業の実施について」の別紙「新

型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実施要綱」により、都道府県が行

う施設及び設備整備事業 

（35の2）平成２０年１０月１６日健発第1016005号厚生労働省健康局長通知「平成２０

年度新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業の実施について」の別紙

「新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実施要綱」により、新型イン

フルエンザ等患者入院医療機関が行う施設及び設備整備事業に要する費用に対す

る都道府県の補助事業 

（36）平成２３年４月１日健発０４０１第２６号厚生労働省健康局長通知「ＨＩＶ検

査・相談室整備事業について」の別紙「ＨＩＶ検査・相談室整備事業実施要綱」

により都道府県、市町村、公的医療機関及び医療法人等の非営利法人が設置する

ＨＩＶ検査又はエイズに関する相談に必要な施設及び設備整備事業 

（37）平成２４年１１月１５日健発１１１５第３号厚生労働省健康局長通知「末梢血

幹細胞採取施設の設備整備事業について」の別紙「末梢血幹細胞採取施設設備整

備事業実施要綱」により、地方公共団体、公的医療機関、医療法人等の非営利法

人が設置する末梢血幹細胞採取施設の設備整備事業 

（38）平成２５年２月８日健発０２０８第３号厚生労働省健康局長通知「小児がん拠

点病院施設整備事業の実施について」の別紙「小児がん拠点病院施設整備事業実

施要綱」により、小児がん拠点病院が行う施設整備事業 
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（39）平成３１年３月２８日健発０３２８第２１号厚生労働省健康局長通知「保健所

の非常用自家発電装置等の整備について」の別添「保健所の非常用自家発電装置

等施設整備事業実施要綱」により、都道府県、保健所設置市及び特別区が設置す

る保健所が行う非常用自家発電装置等の施設整備事業 

（40）感染症法第１５条第４項の規定により、都道府県、保健所設置市及び特別区が 

行う検査に必要な設備整備事業 

 (41) 新型コロナウイルス感染症の検査を実施する機関が行う設備整備事業 

（41の2）新型コロナウイルス感染症の検査を実施する機関が行う設備整備事業に要す

  る費用に対する都道府県、保健所設置市及び特別区の補助事業 

(42) 喫煙専用所等の基準適合性を検証する機関が行う設備整備事業 

 

（交付の対象外費用） 

４ この補助金は、次に掲げる施設整備に係る費用については補助の対象としないも

のとする。 

（１）土地の買収、整地、造園及び道路敷設に要する費用 

（２）３の(５)､(６)､(10)及び(17)の施設に係る門、柵、塀に要する費用 

 (３) 既存建物の買収（３の(22)及び(36)の施設については既存建物を買収すること

が建物を新築するより効率的であると認められる場合における当該建物の買収

を除く。）に要する費用 

 (４) ３の(１)の施設のうち社会復帰活動として行う作業療法及びレクリエーション

活動に供する施設（建物を除く。）に要する費用 

 (５) その他施設整備として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

５ この補助金の交付額は、次の(１)及び(２)の補助金ごとに算出された額の合計額

を交付額とする。 

ただし、事業ごとに算出された交付額に１,０００円未満の端数が生じた場合には､

これを切り捨てるものとする。 

(１) 保健衛生施設等施設整備費補助金関係 

   アからカまでの合計額を交付額とする。 

ア ３の（１）、(２)、(３)、(６)、(８)、(16)、(22)、(25)、(26)、

(31)、(32)、(35)、(36)、（38）及び（39）の施設整備事業 
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 (ア) 第１表の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄に定

める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額と当該区分ごとに総事業費から当該事業に係る寄

    附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第４欄に掲げ

    る補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

イ ３の(14)、(15)、(17)、(18) 及び(24)の施設整備事業 

    アの(ア)に定める方法と同様の方法により算定した額と総事業費から当該事

業に係る寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付

額とする。 

ウ ３の(５)及び(13)の施設整備事業 

   (ア) 第２表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と当該区分ごとの総事業費から当該事業に係る寄附金

その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

(イ) (ア)により選定された額に３分の２を乗じた額と都道府県が補助した額と

を比較して少ない方の額に第４欄に掲げる補助率を乗じて得た額を交付額と

する。 

エ ３の(９)の施設整備事業 

（ア) 第２表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と総事業費から当該事業に係る収入額（寄附金を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

(イ) (ア)により選定された額と広島県、長崎県、広島市又は長崎市が共同又は

単独で補助した額とを比較して少ない方の額に第４欄に掲げる補助率を乗じ

て得た額を交付額とする。 

オ ３の(10)の施設整備事業 

 (ア) 第２表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と総事業費から当該事業に係る収入額（寄附金を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額と広島県、長崎県、広島市又は長崎市が補助した

額とを比較して少ない方の額に第４欄に掲げる補助率を乗じて得た額を交付

額とする。 

カ  ３の(25の2)、(26の2)、(31の2)及び（35の2）の施設整備事業 

 (ア) 第２表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを
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比較して少ない方の額と当該区分ごとの総事業費から当該事業に係る寄附金

その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額と都道府県が補助した額とを比較して少ない方の

額に第４欄に掲げる補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

 

 (２) 保健衛生施設等設備整備費補助金関係 

アからカまでの合計額を交付額とする。 

ア ３の(１)、(２)、(３)、(４)、(６)、(７)、(８)、(11)、(16)、(19)、(20)、

(23)、(25)、(26)、(27)、(30)、(31)、(33)、(34)、(35)、(36)、(37)、

(40)、(41)及び(42)の設備整備事業 

 (ア) 第３表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に定

める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

(イ) (ア)により選定された額と当該種目ごとの総事業費から当該事業に係る寄

附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第５欄に掲げ

る補助率を乗ずる。 

 (ウ) (イ)により算出された額を第１欄に定める区分ごとに合算した額を交付額

とする。 

ただし、（６）の牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キット設備費の算定におい

て、都道府県又は政令市が一括購入して整備する場合については、食肉衛生

検査所ごとに算出した国庫補助基本額（食肉衛生検査所ごとに、第３欄に定

める基準額を第４欄に定める対象経費の実支出額と総事業費から寄附金そ

の他の収入額を控除した額とを比較して最も少ない額をいう。）の合計額に

第５欄に掲げる補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

イ ３の(17)、(24)、(28)及び(29)の設備整備事業 

 (ア) 第３表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に定

める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額と当該種目ごとの総事業費から当該事業に係る寄

附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を第１欄に定め

る区分ごとに合算した額を交付額とする｡ 

ウ ３の(13)及び(21)の設備整備事業 

 (ア) 第４表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と総事業費から当該事業に係る寄附金その他の収入額
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を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額に３分の２を乗じた額と都道府県又は指定都市若

しくは中核市が補助した額とを比較して少ない方の額に第５欄に掲げる補助

率を乗じて得た額を交付額とする。 

エ ３の(12)の設備整備事業 

 (ア) 第４表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と総事業費から当該事業に係る収入額（寄附金を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額に３分の２を乗じて得た額と広島県又は長崎県が

補助した額とを比較して少ない方の額に第５欄に掲げる補助率を乗じて得た

額を交付額とする。 

オ ３の(９)の設備整備事業 

 (ア) 第４表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と総事業費から当該事業に係る収入額（寄附金を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ) (ア)により選定された額と広島県、長崎県、広島市又は長崎市が共同又は

単独で補助した額とを比較して少ない方の額に第５欄に掲げる補助率を乗じ

て得た額を交付額とする。 

カ ３の(25の2)、(26の2)、(27の2)、(31の2)、(35の2)及び(41の2)の設備整備

事業 

 (ア) 第４表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と総事業費から当該事業に係る寄附金その他の収入額

を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 (イ)（ア）により選定された額と都道府県（(41の2)については、保健所設置市

及び特別区を含む。）が補助した額とを比較して少ない方の額に第５欄に掲

げる補助率を乗じて得た額を交付額とする。 
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 第 １ 表 

１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

精神科 

病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次の(1)、(2)及び(3)により算

出された額の合計額 

（１）新設 

    別表１の基準単価（１

   ㎡当たりの実単価が別表

   １の基準単価に満たない

   ときは、１㎡当たりの実

   単価とする。以下同  

   じ。）×別表２の基準面

   積（実面積が別表２の基

   準面積に満たないとき

   は、実面積とする。以下

   同じ。）×厚生労働大臣

   の認めた病床数。 

    ただし、第４欄の(２)

   に掲げる法人については

   別表１の基準単価×厚生

   労働大臣の認めた面積

   （作業・生活療法部門の

   施設については、別表１

   の基準単価×厚生労働大

   臣の認めた面積） 

（２）増設及び改築 

    別表１の基準単価×別

   表２の基準面積×厚生労

   働大臣の認めた病床数。 

     ただし、第４欄の(２) 

    に掲げる法人について 

  精神科病院等の新設、

 増設、改築又は改修（平

 成１０年１２月１１日障

 第７１０号厚生省大臣官

 房障害保健福祉部長通知

 「精神科病院療養環境改

 善整備事業実施要綱」に

 基づく改修に限る。） の

 ために必要な工事費又は

 工事請負費及び工事事務

 費（工事施工のために直

 接必要な事務に要する費

 用であって旅費、消耗品

 費、通信運搬費、印刷製

 本費及び設計監理料等を

 いい、工事費又は工事請

 負費の２．６％に相当す

 る額を限度とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地方公共 

 団体及び医 

 療法第３１ 

 条に規定す 

 る公的医療 

 機関の開設 

 者を定める

 告示（昭和 

 ２６年厚生 

 省告示第１

 ６７号）の 

 １及び２に 

 定めるもの 

  にあっては 

 ２分の１ 

(2) (1)に掲 

 げる以外の 

  法人にあっ 

 ては、 

  ３分の１ 

沖縄県に 

あっては 

４分の３ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

は別表１の基準単価×厚 

労働大臣の認めた面積 

   （作業・生活療法部門の

   施設については、別表１

   の基準単価×厚生労働大

   臣の認めた面積） 

 

（３）改修 

        次の①、②、③及び④

   により算出された額の合

   計額 

 

    ① 鉄格子撤去を行う場合

      １床当たり 2,000,000円

     （１床当たりの実単価が

   この額に満たないとき

   は、１床当たりの実単価

   とする。）×厚生労働大

   臣の認めた病床数 

 

    ②  保護室の改修を行う場

   合 

      １㎡当たり155,000円   

    （１㎡当たりの実単価がこ

      の額に満たないときは、 

     １㎡当たりの実単価とす 

     る。）×別表２の基準面 

   積×厚生労働大臣の認め 

た病床数 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

    ③ 病棟出入口扉を自動開 

     閉化等へ改修を行う場合 

    厚生労働大臣の認めた

   額 

 

    ④  病棟出入口扉を鉄扉か

   ら透明ガラス製扉等へ改

   修を行う場合 

        １か所当たり1,000,000

      円（１か所当たりの実単

   価がこの額に満たないと

   きは、１か所当たりの実

   単価とする。）×厚生労

   働大臣の認めたか所数 

 

精神保健 

福祉セン 

ター 

 

 

 

 

   Ａ級１か所当たり 

    別表１の基準単価×別

   表２の基準面積 

 

   Ｂ級１か所当たり 

    別表１の基準単価×別

   表２の基準面積 

 

 

 

精神保健福祉センター

の建設のために必要な工

事費又は工事請負費及び

工事事務費（工事施工の

ために直接必要な事務に

要する費用であって旅費 

、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監理

料等をいい、工事費又は

工事請負費の２.６%に相

当する額を限度とする。） 

 

 

 

２分の１ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

精神科デ 

イ・ケア 

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次の(1)及び(2)により算出さ

れた額の合計額 

（１）独立施設型の場合 

       別表１の基準単価×別 

   表２の基準面積×厚生労

   働大臣の認めた通所定員

（２）病院付設型の場合    

    別表１の基準単価×別

   表２の基準面積×厚生労

   働大臣の認めた通所定員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  精神科デイ・ケア施設 

  の施設整備のために必要

 な工事費又は工事請負費

 及び工事事務費（工事施

 工のために直接必要な事

 務に要する費用であって

 旅費、消耗品費、通信運

 搬費、印刷製本費及び設

 計監理料等をいい、工事

 費又は工事請負費の２．

 ６％に相当する額を限度

 とする。） 

 

 

 

 

 

 

(1) 地方公共

団体及び医

療法第３１

条に規定す

る公的医療

機関の開設

者を定める

告示（昭和

２６年厚生

省告示第１

６７号）の 

１及び２に 

 定めるもの 

 にあっては

 ２分の１ 

(2)(1)に掲げ

 る以外の法 

人にあって

  は３分の１ 

 沖縄県に 

 あっては 

 ４分の３ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

食肉衛生 

検査所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）新設及び改築 

   別表１の基準単価×別表

  ２の基準面積 

 

（２）増設 

   別表１の基準単価×厚生

  労働大臣の認めた面積 

 

 

 

 

 

 

   食肉衛生検査所の新設 

  又は改築（全面改築）、

 増設のために必要な工事

 費又は工事請負費及び工

 事事務費（工事施工のた

 めに直接必要な事務に要

 する費用であって旅費、

 消耗品費、通信運搬費、

 印刷製本費及び設計監理

 料等をいい、工事費又は

 工事請負費の２.６%に 

 相当する額を限度とす

 る。） 

 ３分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原爆被爆 

者保健福 

祉施設 

 

 

 

厚生労働大臣の認めた額 

 

 

 

 

 

  原爆被爆者保健福祉施 

 設の新設（全面改築を含 

 む。）、増設又は改築等の

 ために必要な工事費又は 

 工事請負費及び工事事務 

 費（工事施工のために直 

 接必要な事務に要する費 

 用であって旅費、消耗品 

 費、通信運搬費、印刷製 

 本費及び設計監理料等を 

いい、工事費又は工事請 

負費の２.６%に相当する 

額を限度とする。） 

３分の２ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

結核患者 

収容モデ 

ル病室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣の認めた額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  結核患者収容モデル病 

 室の施設整備のために必 

 要な工事費又は工事請負 

 費及び工事事務費（工事 

 施工のために直接必要な 

 事務に要する費用であっ 

 て旅費、消耗品費、通信 

 運搬費、印刷製本費及び 

 設計監理料等をいい、工 

 事費又は工事請負費の 

 ２.６%に相当する額を限 

 度とする。） 

定   額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多剤耐性

結核専門

医療機関 

 

  厚生労働大臣の認めた額 

 

 

 

  多剤耐性結核専門医療

 機関施設の新設、増設又

 は改築に必要な工事費又 

は工事請負費及び工事事

 務費（工事施工のために

 直接必要な事務に要する

 費用であって旅費、消耗

 品費、通信運搬費、印刷

 製本費及び設計監理料等

 をいい、工事費又は工事

 請負費の２.６%に相当す

 る額を限度とする。） 

 

 

 

 

 

 

定   額 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

エイズ治

療拠点病

院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次の(１)、(２)、(３)及び 

(４)により算出された額の合 

計額 

（１）個室整備 

     1室当たり３０,０００ 

    千円とする。 

（２）剖検室改修 

     1室当たり２１,０００

    千円とする。 

（３）相談指導（カウンセリン

  グ）室 

       1室当たり５,０００ 

      千円とする。 

（４）エイズ専用外来診療室 

    1室当たり５,０００ 

   千円とする。 

 

   エイズ治療拠点病院の 

 施設の整備のために必要 

 な工事費又は工事請負費 

  及び工事事務費（工事施 

 工のために直接必要な事 

 務に要する費用であって 

  旅費、消耗品費、通信運 

 搬費、印刷製本費及び設

 計監理料等をいい、工事 

 費又は工事請負費の 

  ２.６%に相当する額を限 

  度とする。） 

 

 

 

 

２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難病相談

支援セン

ター 

 

次の(1)､(2)､(3)､(4)及び(5)

により算出された額の合計額 

（１）工事費 

   別表１の基準単価× 

  ２２０㎡ 

  （改造及び補修については

  厚生労働大臣が認めた 

  額） 

      なお、都市部において整 

  備を行う場合は、別表１の

  ２の基準単価とする。 

  

 

 

 

（１）工事費 

    難病相談支援センタ

  ーの施設整備のために 

  必要な工事費又は工事 

  請負費及び工事事務費 

  （工事施工のために直 

接必要な事務に要する 

  費用であって旅費、消 

  耗品費、通信運搬費、 

印刷製本費及び設計監

  理料等をいい、工事費 

２分の１ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）暖房工事費 

    １㎡当たり別表１の３の

  基準単価×２２０㎡ 

      なお、都市部において、

  整備を行う場合は別表１の

  ５の基準単価とする。 

（３）冷房工事費 

      １㎡当たり別表１の３の

  基準単価×２２０㎡ 

      なお、都市部において、 

    整備を行う場合は別表１の

    ５の基準単価とする。 

（４）冷暖房工事費 

      １㎡当たり別表１の３の 

    基準単価×２２０㎡      

      なお、都市部において、 

    整備を行う場合は別表１の 

    ５の基準単価とする。    

（５）浄化槽設備工事費 

    別表１の４の基準単価 

  又は工事請負費の２.6 

   ％に相当する額を限度 

  とする。）及び既存建 

  物の買収のために必要 

  な費用（家屋購入費)｡ 

   ただし、暖房設備、 

    冷房設備（冷暖房設備 

    を含む。）、浄化槽設 

    備に必要な工事費又は

  工事請負費を除く。 

（２）暖房設備工事費 

     暖房設備に必要な工

    事費又は工事請負費 

 

 

 

（３）冷房設備工事費 

   冷房設備に必要な工 

  事費又は工事請負費 

 

 

 

（４）冷暖房設備工事費 

      冷暖房設備に必要な 

    工事費又は工事請負費 

 

 

 

（５）浄化槽設備工事費 

    浄化槽設備に必要な 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

  ×厚生労働大臣の認めた浄

  化槽設備処理対象人員 

      なお、都市部において、 

    整備を行う場合は別表１の 

    ６の基準単価とする。 

 

  工事費又は工事請負費 

 

 

 

結 核 

研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣の認めた額 結核研究所の施設の新 

 築、改築又は改修のため

 に必要な工事費又は工事

 請負費及び工事事務費（ 

 工事施工のために直接必

 要な事務に要する費用で

 あって旅費、消耗品費、

 通信運搬費、印刷製本費

 及び設計監理料等をいい

 、工事費又は工事請負費

 の２．６％に相当する額

 を限度とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定  額 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

放射線影

響研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣の認めた額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  放射線影響研究所の施 

 設の新築、改築又は改修 

  のために必要な工事費又 

  は工事請負費及び工事事 

  務費（工事施工のために 

  直接必要な事務に要する 

  費用であって旅費、消耗 

  品費、通信運搬費、印刷 

  製本費及び設計監理料等 

  をいい、工事費又は工事 

  請負費の２．６％に相当 

  する額を限度とする。） 

 

定  額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定感染

症指定医

療機関 

厚生労働大臣が必要と認めた

額 

 

特定感染症指定医療機

関の新設、増設又は改築

のために必要な工事費又

は工事請負費及び工事事

務費（工事施工のために 

 直接必要な事務に要する

 費用であって旅費、消耗

 品費、通信運搬費、印刷

 製本費及び設計監理料等

 をいい、工事費又は工事

 請負費の２．６％に相当

 する額を限度とする。） 

 並びに既存建物の買収の 

  ために必要な公有財産購

 入費（ＰＦＩ事業に限 

 る。） 

 

定  額 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

第一種感

染症指定

医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

  厚生労働大臣が必要と認めた

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第一種感染症指定医療

 機関の新設、増設又は改

 築のために必要な工事費

 又は工事請負費及び工事 

 事務費（工事施工のため

 に直接必要な事務に要す

 る費用であって旅費、消 

 耗品費、通信運搬費、印刷

 製本費及び設計監理料等

 をいい、工事費又は工事 

請負費の２．６％に相当

 する額を限度とする。） 

  並びに既存建物の買収の 

  ために必要な公有財産購 

  入費（ＰＦＩ事業に限   

  る。） 

 

２分の１ 

沖縄県に 

あっては 

４分の３ 

 

 

 

 

 

第二種感

染症指定

医療機関 

次の（１）及び（２）により

算出された額の合計額 

（１）新設、増設及び改築 

   別表１の基準単価×別表 

  ２の基準面積×厚生労働大

  臣の認めた病床数 

（２）改造及び補修 

   厚生労働大臣の認めた額 

第二種感染症指定医療

 機関の新設、増設又は改 

 築のために必要な工事費 

 又は工事請負費及び工事 

 事務費（工事施工のため 

 に直接必要な事務に要す 

 る費用であって旅費、消

 耗品費、通信運搬費、印刷

 製本費及び設計監理料等

 をいい、工事費又は工事

 請負費の２．６％に相当 

 する額を限度とする。た

 だし、改造及び補修を除

２分の１ 

沖縄県に 

あっては 

４分の３ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

 く。）並びに既存建物の

 買収のために必要な公有

 財産購入費（ＰＦＩ事業

 に限る。） 

 

感染症外

来協力医

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １施設あたり 

 

   １５，０００千円 

 

 ただし、面積が９０㎡未満 

の場合は、１６２，８００円 

×面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  感染症外来協力医療機 

 関の新設、増設又は改築 

 のために必要な工事費又 

 は工事請負費及び工事事 

 務費（工事施工のために 

 直接必要な事務に要する 

 費用であって旅費、消耗 

 品費、通信運搬費、印刷

 製本費及び設計監理料等

 をいい、工事費又は工事 

 請負費の２．６％に相当

 する額を限度とする。た

 だし、改造及び補修を除

 く。）並びに既存建物の

 買収のために必要な公有

 財産購入費（ＰＦＩ事業

 に限る。） 

           

 

 

 

 

 

 

 

２分の１ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

精神科救

急医療セ

ンター 

 

 

 

 

 別表１の基準単価×別表２の

基準面積×厚生労働大臣の認め

た病床数 

 

 

 

 

  精神科救急医療センタ

 ーの施設整備(既存病棟

 の改修)のために必要な

 工事費又は工事請負費及

 び工事事務費（工事施工

 のために直接必要な事務

 に要する費用であって旅

 費、消耗品費、通信運搬

 費、印刷製本費及び設計

 監理料等をいい、工事費

 又は工事請負費の２．６

 ％に相当する額を限度と

 する。） 

(1) 都 道 府

 県、指定都

 市にあって

 は、 

 ２分の１ 

(2)  (1)に掲

 げる以外の

 者にあって

 は、 

 ３分の１ 

新型イン

フルエン

ザ等患者

入院医療

機関 

次の（１）及び（２）により

算出された額の合計額 

（１）新設、増設及び改築 

    別表１の基準単価×別

   表２の基準面積×厚生労

   働大臣の認めた病床数 

（２）改造及び補修 

    厚生労働大臣の認めた

   額 

 

新型インフルエンザ等

患者入院医療機関の新

設、増設、改築、改造又

は補修のために必要な工

事費又は工事請負費及び

工事事務費（工事施工の

ために直接必要な事務に

要する費用であって旅

費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計

監理料等をいい、工事費

又は工事請負費の２．６

％に相当する額を限度と

する。

ただし、改造及び補修の場

合は補助対象としない。） 

 

２分の１ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

ＨＩＶ検

査・相談

室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１施設あたり 

 

   ３１，０００千円 

 

 

 

 

  ＨＩＶ検査又はエイズ

に関する相談に必要な施

設整備のための工事費又

は工事請負費及び工事事

務費（工事施工のために

直接必要な事務に要する

費用であって旅費、消耗

品費、通信運搬費、印刷

製本費及び設計監理料等

をいい、工事費又は工事

請負費の２．６％に相当

する額を限度とする。）

及び既存建物の買収のた

めに必要な費用（家屋購

入費)｡ 

 

 ２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小児がん

拠点病院 

１施設あたり 

   

  １００，０００千円 

小児がん拠点病院の家

族等宿泊施設及びプレイ

ルームの施設整備のため

に必要な工事費又は工事

請負費及び工事事務費

（工事施工のために直接

必要な事務に要する費用

であって旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本費

及び設計監理料等をいい 

、工事費又は工事請負費

の２．６％に相当する額

を限度とする。） 

 

２分の１ 
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１ 区 分 ２ 基   準   額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

保健所 次の（１）及び（２）により

算出された額の合計額 

（１）非常用自家発電装置 

厚生労働大臣が必要と

認めた額 

（２）燃料槽 

厚生労働大臣が必要と

認めた額 

 

保健所の非常用自家発

電装置及び燃料槽の新設

又は増設のために必要な

工事費又は工事請負費及

び工事事務費（工事施工

のために直接必要な事務

に要する費用であって旅

費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計

監理料等をいい、工事費

又は工事請負費の２．６

％に相当する額を限度と

する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２分の１ 
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第 ２ 表 

１ 区 分 ２   基    準    額 ３  対  象  経  費 ４ 補 助 率 

農村検診 

センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別表１の基準単価×厚生労働

大臣の認めた面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  農村検診センターの新 

 設又は改築のために必要 

 な工事費又は工事請負費 

 及び工事事務費（工事施 

 工のために直接必要な事 

 務に要する費用であって

 旅費、消耗品費、通信運

 搬費、印刷製本費及び設

 計監理料等をいい、工 

 事費又は工事請負費の 

 ２.６%に相当する額を限 

 度とする。） 

 ２分の１ 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原爆被爆 

者保健福 

祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 厚生労働大臣の認めた額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   原爆被爆者保健福祉施 

  設の新設（全面改築を含 

  む。）、増設又は改築等 

  のために必要な工事費又 

  は工事請負費及び工事事 

  務費（工事施工のために 

  直接必要な事務に要する 

  費用であって旅費、消耗 

  品費、通信運搬費、印刷 

  製本費及び設計監理料等 

  をいい、工事費又は工事 

請負費の２.６%に相当す 

  る額を限度とする。） 

  ３分の２ 
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１ 区 分 ２   基    準    額 ３  対  象  経  費 ４ 補 助 率 

原爆医療 

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣の認めた額  

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  原爆病院の改築等のた

 めに必要な工事費又は工

 事請負費及び工事事務費 

 （工事施工のために直接 

 必要な事務に要する費用

  であって旅費、消耗品

 費、通信運搬費、印刷製 

 本費及び設計監理料等を 

  いい、工事費又は工事請

 負費の２.６%に相当する

  額を限度とする。） 

３分の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医薬分業 

推進支援 

センター 

 

 

 

 

 

 

 

 別表１の基準単価×別表２の 

基準面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

  医薬分業推進支援セン 

 ター新設又は改築のため 

 に必要な工事費又は工事 

 請負費及び工事事務費 

 （工事施工のために直接 

 必要な事務に要する費用 

 であって旅費、消耗品 

 費、通信運搬費、印刷製 

 本費及び設計監理料等を 

いい、工事費又は工事請 

 負費の２.６%に相当する 

  額を限度とする。） 

 ２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － 29 － 

１ 区 分 ２   基    準    額 ３  対  象  経  費 ４ 補 助 率 

第一種感

染症指定

医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣が必要と認めた

額                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第一種感染症指定医療 

 機関の新設、増設又は改 

 築のために必要な工事費

 又は工事請負費及び工事 

 事務費（工事施工のため 

 に直接必要な事務に要す

 る費用であって旅費、消

 耗品費、通信運搬費、印刷

 製本費及び設計監理料等

 をいい、工事費又は工事 

  請負費の２．６％に相当 

  する額を限度とする。） 

  並びに既存建物の買収の 

 ために必要な公有財産購 

 入費（ＰＦＩ事業に限 

 る。） 

２分の１ 

沖縄県に 

あっては 

４分の３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二種感

染症指定

医療機関 

 

 次の（１）及び（２）により

算出された額の合計額        

 

（１）新設、増設及び改築 

    別表１の基準単価×別表 

 ２の基準面積×厚生労働大 

 臣の認めた病床数 

 

（２）改造及び補修 

   厚生労働大臣の認めた額 

  第二種感染症指定医療 

 機関の新設、増設又は改

 築のために必要な工事費

 又は工事請負費及び工事

 事務費（工事施工のため

 に直接必要な事務に要す

 る費用であって旅費、消

 耗品費、通信運搬費、印

 刷製本費及び設計監理料

 等をいい、工事費又は工 

事請負費の２.６％に相 

当する額を限度とする。

  ２分の１   
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１ 区 分 ２   基    準    額 ３  対  象  経  費 ４ 補 助 率 

ただし、改造及び補修を除

く。）並びに既存建物の買

収のために必要な公有財産

購入費（ＰＦＩ事業に限

る。） 

 

感染症外 

来協力医 

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 １施設あたり 

 

   １５，０００千円 

 

 ただし、面積が９０㎡未満 

の場合は、１６２，８００円 

×面積  

 

 

 

  感染症外来協力医療機 

 関の新設、増設又は改築 

 のために必要な工事費又 

 は工事請負費及び工事事 

 務費（工事施工のために 

 直接必要な事務に要する 

 費用であって旅費、消耗 

 品費、通信運搬費、印刷製 

 本費及び設計監理料等を 

 いい、工事費又は工事請

負費の２.６％に相当す 

 る額を限度とする。） 

  並びに既存建物の買収の 

  ために必要な公有財産購 

  入費（ＰＦＩ事業に限   

  る。） 

 

 

 

 

 

 

  ２分の１ 
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１ 区 分 ２   基    準    額 ３  対  象  経  費 ４ 補 助 率 

新型イン

フルエン

ザ等患者

入院医療

機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の（１）及び（２）により

算出された額の合計額 

（１）新設、増設及び改築 

    別表１の基準単価×別

   表２の基準面積×厚生労

   働大臣の認めた病床数 

（２）改造及び補修 

    厚生労働大臣の認めた

   額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新型インフルエンザ等患

者入院医療機関の新設、増

設、改築、改造又は補修の

ために必要な工事費又は工

事請負費及び工事事務費

（工事施工のために直接必

要な事務に要する費用であ

って旅費、消耗品費、通信

運搬費、印刷製本費及び設

計監理料等をいい、工事費

又は工事請負費の２．６％

に相当する額を限度とす

る。ただし、改造及び補修

の場合は補助対象としな

い。） 

 

 

 

２分の１ 
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 第 ３ 表 

１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

精神科 

病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 12,900円×厚生労働大臣

の認めた病床数 

   ただし、老人性認 

  知症疾患治療病棟に 

 あっては161,000円 

 ×厚生労働大臣の認 

 めた病床数 

 

 

 

 精神科病院等の新

設又は増設（老人性 

認知症疾患治療病棟 

にあっては改築を含 

む。）に伴う初度設 

備を購入するために 

必要な備品購入費 

 

 

 

 

 

 ２分の１ 

  沖縄県に 

  あっては 

  ４分の３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

の設備 

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により 

算出された額の合計額 

 老人性認知症疾患治療病 

棟 

(１)特殊浴槽設備 

  4,407,000円×該当施

 設数 

(２)リハビリテーション 

 設備 

  1,452,000円×該当施 

 設数 

 

 

 

 

 

 

 患者の入浴及びリ 

ハビリテーションの 

設備を整備するため 

に必要な需用費（消 

耗品費）、備品購入 

費及び工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

  ２分の１ 

  沖縄県に 

  あっては 

  ４分の３ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

精神保 

健福祉 

ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次により算出された額の 

合計額 

(１)Ａ級の場合 

  4,104,000円×厚生労

 働大臣の認めた新設施設

 数 

(２)Ｂ級の場合 

  2,700,000円×厚生労

 働大臣の認めた新設施設

 数 

 

 精神保健福祉セン 

ターの新設に伴う初 

度設備を購入するた

めに必要な備品購入 

費 

 

 

 

 

 

  ２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神科 

デイ・ 

ケア施 

設   

    

初度設 

備費  

    

    

    

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 21,600円×厚生労働大臣

の認めた通所者の定員 

 

 精神科デイ・ケア 

施設の新設に伴う初

度設備を購入するた

めに必要な備品購入

費 

 

 ２分の１ 

 

 

 

 

精神科 

救急車 

 

 

 

 

 精神科救急車 

  2,516,000円 

 

 精神科救急車を整 

備するために必要な 

備品購入費 

 

３分の１ 

 

 

原爆被 

爆者保 

健福祉 

施設 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

 

 

 

 

 原爆被爆者保健福 

祉施設の新設又は増 

設に伴う初度設備を 

購入するために必要 

な需用費（消耗品 

費）及び備品購入費 

並びに委託料 

  ３分の２ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

 

 

 

 

その他 

の設備 

費 

厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

建物の内部改装等 

に必要な経費及び設 

備を購入するために 

必要な備品購入費並 

びに委託料 

３分の２ 

 

 

 

 

原爆被 

爆者健 

康管理 

施設  

設備費 

    

    

    

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 原爆被爆者健康管 

理施設の設備を購入 

するために必要な備 

品購入費 

 

 ３分の２ 

 

 

 

食肉衛 

生検査 

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

 食肉衛生検査所の 

新設又は増設に伴う

初度設備を購入する

ために必要な備品購

入費 

 

３分の１ 

 

 

 

 

牛海綿 

状脳症 

（ＢＳ 

Ｅ）検 

査キッ

ト設備

費 

 次により算出された額の 

合計額 

(１)検査キット（冷蔵品） 

  198,000円×厚生労働

大臣が必要と認めた員数 

(２)検査キット（常温品） 

  66,000円×厚生労働大

臣が必要と認めた員数 

(３)採材用シリンダー 

  16,500円×厚生労働大

臣が必要と認めた員数 

 

 

 牛海綿状脳症（Ｂ 

ＳＥ）検査に必要な 

検査キットを購入す

るために必要な備品 

購入費 

10分の10 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

 その他 

の設備 

費 

厚生労働大臣が必要と認

めた額 

食肉の衛生確保の 

ために必要な検査機

器の備品購入費 

３分の１ 

市場衛

生検査

所 

 

 

設備費 

 

 

 

 

厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

市場衛生検査所に

おける微生物及び理

化学検査等に必要な

検査機器の備品購入

費  

  ３分の１ 

 

 

 

 

エイズ 

治療拠 

点病院 

診療支 

援ネッ 

トワー 

ク設備 

費 

 

１施設当たり 

 

        5,933,000円 

 

全国のエイズ治療 

拠点病院をネットワ 

ークで繋ぐために必 

要な備品購入費（導 

入費用を含む。） 

10分の10 

その他 

の設備 

費 

厚生労働大臣が必要と認 

めた額 

エイズ治療拠点病 

院の設備を購入する

ために必要な備品購

入費 

２分の１ 

結核研 

究所 

設備費 

 

厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

公益財団法人結核

予防会の設置する結

核研究所の設備を購

入するために必要な

経費 

定   額 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

地方中 

核がん 

診療施 

設等 

設備費 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

がん診療施設情報 

ネットワーク事業に 

必要な地方中核がん 

診療施設及び都道府

県がん診療連携拠点

病院の設備を購入す

るために必要な備品

購入費 

２分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

難病医 

療拠点 

・協力 

病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次により算出された額の

合計額 

（１）医療機器 

  ア．人工呼吸器 

     2,452,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 

  イ．患者監視（モニタリ 

  ング）装置 

     1,563,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 

（２）非常用電源装置 

 ア．非常用発電機 

   212,000円×厚生労

  働大臣が必要と認めた

  台数 

 イ．無停電電源装置 

   41,100円×厚生労 

   働大臣が必要と認めた

  台数 

（３）検査機器 

 ア．電気メス 

      3,085,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 

イ. 電気鋸 

      5,142,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 

 難病医療拠点・協 

力病院の設備を購入 

するために必要な備 

品購入費    

   

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

  ３分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

と畜場 

  

 

設備費 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額                   

                         

 と畜場の設備を購

入するために必要な

備品購入費 

 

 ２分の１  

 

 

特定感 

染症指 

定医療 

機関 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数 

 

 

 特定感染症指定医

療機関の新設又は増

設に伴う初度設備を

購入するために必要 

な需用費（消耗品費）

及び備品購入費 

 

 定  額 

 

 

 

 

 

その他

の設備

費 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣が必要と認 

めた額 

 特定感染症指定医

療機関における新感

染症等の重症患者へ

の集中治療体制の強

化に必要な設備を購

入するために必要な

備品購入費 

 定  額 

 

第一種 

感染症 

指定医 

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算 

出された額の合計額       

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数     

 

 

 第一種感染症指定

医療機関の新設又は

増設に伴う初度設備

を購入するために必

要な需用費（消耗品 

費）及び備品購入費 

 

 

 

 

 

２分の１ 

  沖縄県に 

  あっては 

  ４分の３ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

第二種 

感染症 

指定医 

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額      

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数 

 

 

 第二種感染症指定

医療機関の新設又は

増設に伴う初度設備

を購入するために必

要な需用費（消耗品 

費）及び備品購入費 

 

２分の１ 

  沖縄県に 

  あっては 

  ４分の３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結核病

棟のユ

ニット

化に必

要な設

備費 

 

各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

ア．簡易陰圧装置 

  4,320,000円×厚生労

働大臣が必要と認めた病

床数 

イ．感染防御設備 

  133,000円 

 

第二種感染症指定

医療機関の結核病棟

のユニット化に必要

な設備を購入するた

めに必要な備品購入

費 

 

その他 

の設備 

費 

 

 

 4,320,000円×厚生労働 

大臣が必要と認めた病床数 

 

 

 

 第二種感染症指定 

医療機関に設置する

感染症病室簡易陰圧

装置を購入するため

に必要な備品購入費 

 

臍帯血

バンク 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認 

めた額 

 

 

 

 臍帯血バンクにお

ける臍帯血の採取及

び保存等に必要な設

備を購入するために

必要な経費 

 

 定  額 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

精神科 

救急情 

報セン 

ター 

 

 

 

設備費 

 

 

 

次により算出された額の 

合計額 

(１)精神科救急情報センター 

   １施設当たり 

      5,142,000円 

(２)精神科救急医療施設 

   １施設当たり 

       308,000円 

精神科救急情報セ 

ンターの設備を購入

するために必要な備

品購入費（導入費用 

を含む。） 

 

 

 

定  額 

 

 

 

眼球あ 

っせん 

機関 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 

 

 

  次により算出された額の

合計額 

(１)ｽﾍﾟｷｭﾗｰﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ 

   １施設当たり 

      3,044,000円 

(２)ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ 

   １施設当たり 

      1,542,000円 

 

 

 

 

 

  眼球あっせん機関

の設備を購入するた

めに必要な経費 

 

 

 

 

 

 ２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

組織バ

ンク 

設備費  厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 組織バンクにおけ

る組織の採取、処理、

保存等に必要な設備

を購入するために必

要な経費 

 

 

 

 

１０分の１０ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

マンモ 

グラフ 

ィ検診 

実施機 

関 

設備費 

 

 

 

 

 マンモグラフィ画像読影

支援システム 

 16,200,000円×厚生労働

大臣が必要と認めた台数 

 

 マンモグラフィ画

像読影支援システム

の設備を購入するた

めに必要な備品購入

費 

 

 

 

 

  ２分の１ 

 

 

 

 

新型イ 

ンフル 

エンザ 

等患者

入院医

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新型インフルエン

ザ等患者入院医療機

関の新設又は増設に

伴う初度設備を購入

するために必要な需

用費（消耗品費）及び 

備品購入費 

 ２分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

 

 

 

 

 

その他 

の設備 

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次により算出された額の 

合計額 

（１）人工呼吸器及び付帯 

  する備品 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（２）個人防護具 

   3,600円×厚生労働

大臣が必要と認めた人

数分 

（３）簡易陰圧装置 

   4,320,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た病床数 

（４）簡易ベッド 

   51,400円×厚生労働

大臣が必要と認めた台

数 

（５）体外式膜型人工肺及

び付帯する備品 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（６）簡易病室及び付帯す

る備品 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 

 

 

新型インフルエン

ザ等患者入院医療機

関の設備を購入する

ために必要な設備購

入費（ただし、（５）

の整備は、新型コロナ

ウイルス感染症患者

に対し使用する場合

に限る。） 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

感染症 

外来協 

力医療 

機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次により算出された額の

合計額 

（１）HEPAフィルター付空

  気清浄機（陰圧対応可

  能なものに限る） 

   １施設当たり 

   905,000円 

（２）HEPAフィルター付パ

  ーティション 

   205,000円×厚生労

働大臣が必要と認めた

台数 

（３）個人防護具 

   3,600円×厚生労働

大臣が必要と認めた人

数分 

（４）簡易ベッド 

   51,400円×厚生労働

大臣が必要と認めた台

数 

（５）簡易診療室及び付帯

する備品 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 感染症外来協力医

療機関の設備を購入

するために必要な備

品購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＩＶ 

検査・ 

相談室 

 

設備費 

 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 ＨＩＶ検査又はエ

イズに関する相談に

必要な設備を購入す

るための備品購入費 

 

 

２分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

末梢血 

幹細胞 

採取施 

設 

 

 

設備費 

 

 

 

 造血幹細胞数測定装置  

   １施設当たり 

     15,598,000円 

 

 造血幹細胞数測定

装置を購入するため

に必要な備品購入費 

 

１０分の１０ 

 

 

 

 

感染症

検査機

関 

 

 

 

設備費  次により算出された額の

合計額 

（１）次世代シークエンサ

  ー 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（２）リアルタイムＰＣＲ

装置 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（３）等温遺伝子増幅装置 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症の検体検査

に必要な設備を購入

するための備品購入

費 

２分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

の検査

を実施

する機

関 

設備費 次により算出された額の

合計額 

（１）次世代シークエンサ

  ー 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（２）リアルタイムＰＣＲ

装置 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（３）等温遺伝子増幅装置 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

 

新型コロナウイル

ス感染症の検体検査

に必要な設備を購入

するための備品購入

費 

 

２分の１ 

喫煙専

用室等

の基準

適合性

を検証

する機

関 

設備費 次により算出された額の合

計額 

（１）揮発性有機化合物 

（ＶＯＣ）分析計 

    厚生労働大臣が必要 

と認めた額×台数 

（２）粉じん計 

   厚生労働大臣が必要 

と認めた額×台数 

（３）風速計 

   厚生労働大臣が必要 

  と認めた額×台数 

 

 

 

 

喫煙専用室等の基準

適合性を検証するため

に必要な設備を購入す

るための備品購入費 

２分の１ 
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第 ４ 表 

１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

原爆医 

療施設

    

 

設備費

   

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 白血病等の診断を 

行うために必要な精 

密検査用機器等の備 

品購入費 

 ２分の１ 

 

 

 

原爆被 

爆者保 

健福祉 

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

 

 

 原爆被爆者保健福 

祉施設の新設又は増 

設に伴う初度設備を 

購入するために必要 

な需用費（消耗品 

費）及び備品購入費 

並びに委託料 

 ３分の２ 

 

 

 

 

 

 

その他 

の設備 

費 

 

 

 厚生労働大臣が必要と認

めた額 

 

 

 

 建物の内部改装等 

に必要な経費及び設 

備を購入するために

必要な備品購入費並 

びに委託料 

３分の２ 

 

 

 

 

医薬分 

業推進 

支援セ 

ンター 

 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 

 

 次により算出された額の 

合計額 

(１)備蓄・薬事情報・調剤 

 センター 

  45,621,000円×該当施 

 設数 

(２)備蓄・薬事情報ｾﾝﾀｰ 

  31,041,000円×該当施 

 設数 

(３)備蓄・調剤センター 

  33,309,000円×該当施

 設数 

 建物の内部改装、 

空調に必要な経費及 

び調剤、医薬品保 

管、薬事情報収集等 

に必要な備品購入費 

 

 

  ２分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

(３)備蓄・調剤センター 

  33,309,000円×該当施

 設数 

(４)調剤・薬事情報ｾﾝﾀｰ 

  26,892,000円×該当施 

 設数 

(５)備蓄センター 

  18,729,000円×該当施

 設数 

(６)薬事情報センター 

  12,312,000円×該当施 

 設数 

(７)調剤センター 

  14,580,000円×該当施

 設数 

 

 

 

 

難病医 

療拠点 

・協力 

病院 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  次により算出された額の

合計額 

（１）医療機器 

 ア．人工呼吸器 

    2,452,000円×厚生労

働大臣が必要と認めた

台数 

 

  難病医療拠点・協 

力病院の設備を購入 

するために必要な備 

品購入費 

 

 

 

 

２分の１ 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ．患者監視（モニタリ

  ング）装置 

     1,563,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 

（２）非常用電源装置 

 ア．非常用発電機 

   212,000円×厚生労

  働大臣が必要と認めた

  台数 

 イ．無停電電源装置 

   41,100円×厚生労 

  働大臣が必要と認めた

  台数 

（３）検査機器 

 ア．電気メス 

      3,085,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 

 イ. 電気鋸 

      5,142,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た台数 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

第一種 

感染症 

指定医 

療機関 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数 

 

 

 第一種感染症指定

医療機関の新設又は

増設に伴う初度設備

を購入するために必

要な需用費（消耗品 

費）及び備品購入費 

 ２分の１ 

 沖縄県に 

 あっては 

 ４分の３ 

 

 

第二種 

感染症 

指定医 

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数 

 

 

 第二種感染症指定

医療機関の新設又は

増設に伴う初度設備

を購入するために必

要な需用費（消耗品 

費）及び備品購入費 

 ２分の１ 

 沖縄県に 

 あっては 

 ４分の３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結核病 

棟のユ 

ニット 

化に必 

要な設 

備費 

 

 各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

ア．簡易陰圧装置 

  4,320,000円×厚生労

働大臣が必要と認めた病

床数 

イ．感染防御設備 

  133,000円 

 第二種感染症指定

医療機関の結核病棟

のユニット化に必要

な設備を購入するた

めに必要な備品購入

費 

 

その他 

の設備 

費 

 

 4,320,000円×厚生労働

大臣が必要と認めた病床数 

 

 

 

 

 

 第二種感染症指定

医療機関に設置する

感染症病室簡易陰圧 

装置を購入するため

に必要な備品購入費 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

新型イ 

ンフル 

エンザ 

等患者

入院医

療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

初度設 

備費 

 

 

各施設ごとに次により算

出された額の合計額 

 133,000円×厚生労働大

臣の認めた病床数 

 

 

 新型インフルエン

ザ等患者入院医療機

関の新設又は増設に

伴う初度設備を購入

するために必要な需

用費（消耗品費）及び 

備品購入費 

２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

の設備 

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次により算出された額の

合計額 

（１）人工呼吸器及び付帯

  する備品 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（２）個人防護具 

   3,600円×厚生労働

大臣が必要と認めた人

数分 

（３）簡易陰圧装置 

   4,320,000円×厚生

労働大臣が必要と認め

た病床数 

（４）簡易ベッド 

   51,400円×厚生労働

大臣が認めた台数 

（５）体外式膜型人工肺及

び付帯する備品 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

新型インフルエン

ザ等患者入院医療機

関の設備を購入する

ために必要な設備購

入費（ただし、（５）

の整備は、新型コロナ

ウイルス感染症患者

に対し使用する場合

に限る。） 
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１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

 

 

 

 

 

 

感染症 

外来協 

力医療 

機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）簡易病室及び付帯す

る備品 

   厚生労働大臣が必要 

と認めた額 

 

 

次により算出された額の

合計額 

（１）HEPAフィルター付空

  気清浄機（陰圧対応可 

能なものに限る） 

   １施設当たり 

   905,000円 

（２）HEPAフィルター付パ

  ーティション 

   205,000円×厚生労

働大臣が必要と認めた

台数 

（３）個人防護具 

   3,600円×厚生労働

大臣が必要と認めた人

数分 

（４）簡易ベッド 

   51,400円×厚生労働

大臣が必要と認めた台

数 

（５）簡易診療室及び付帯

する設備 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 

 

 

 

 

 

感染症外来協力医

療機関の設備を購入

するために必要な備

品購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２分の１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － 52 － 

１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５補助率 

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

の検査

を実施

する機

関 

設備費  次により算出された額の

合計額 

（１）次世代シークエンサ

  ー 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（２）リアルタイムＰＣＲ

装置 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

（３）等温遺伝子増幅装置 

   厚生労働大臣が必要

と認めた額×台数 

新型コロナウイル

ス感染症の検体検査

に必要な設備を購入

するための備品購入

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 
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（交付額の下限） 

６ ３の（６）及び（23）の事業については、５の（２）により算出された額が 

 １００千円に満たない場合には、交付の決定を行わないものとする。 

 

（交付の条件） 

７ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業に要する経費の配分の変更については、次により行うものとする。 

  ア 施設整備事業と設備整備事業の間及び直接補助事業と間接補助事業の間での

経費の配分の変更は認めない。 

  イ 施設整備事業に要する各区分ごとの経費の配分の変更は認めない。 

  ウ 設備整備事業に要する各区分ごとの経費の配分の変更（それぞれの区分の配

分額のいずれか低い額の１０％以内の変更を除く。）をする場合には、８に定

める申請手続による当該都道府県の区域を管轄する地方厚生局長（徳島県、香

川県、愛媛県及び高知県にあっては四国厚生支局長、以下「地方厚生（支）局

長」という。）又は厚生労働大臣（以下「厚生労働大臣等」という。）の承認

を受けなければならない。 

（２）事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、別紙様式１により厚生労働

大臣等の承認を受けなければならない。 

 （施設整備事業の場合） 

  ア 建物の設置場所 

  イ 建物の規模若しくは構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更

   を除く。） 

  ウ 病床数 

  エ 入所定員又は通所定員 

 （設備整備事業の場合） 

  ア 購入価格が単価５０万円以上の品目及びその数量 

  イ 病床数 

  ウ 入所定員、通所定員又は利用定員 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣等の承認を受けなければ

ならない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

  すみやかに厚生労働大臣等に報告してその指示を受けなければならない。 
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（５）施設整備事業の場合、当該事業年度の２月１５日現在における事業遂行状況を

別紙様式２により毎年度２月末日までに厚生労働大臣等に報告しなければならな

い。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により

取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械器具等については、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の

規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、厚生労働大臣等の承

認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 

（７）厚生労働大臣等の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（８）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

  ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らな

  ければならない。 

（９）補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした書類の作成及び保管

  にあたっては、次によらなければならない。 

  （補助事業者が地方公共団体の場合） 

補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式３による

調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、

かつ調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受

けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価

５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が

完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４

条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいず

れか遅い日まで保管しておかなければならない。 

  （補助事業者が地方公共団体以外の場合） 

   事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事

業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度

の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又

は効用の増加した価格が単価５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経
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過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定

める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

（10）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を

含む。）は、別紙様式７により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度

の翌々年度６月３０日までに厚生労働大臣等に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支

所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、

本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控

除税額を国庫に返還しなければならない。 

 (11) 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において

  も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾しては

  ならない。 

 (12) 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約については、一般競争

  入札に付するなど都道府県又は指定都市若しくは中核市が行う契約手続の取扱い

  に準拠しなければならない。 

 (13) この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の国庫補助金並びに 

  お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金、又は、公益財団法人ＪＫＡ若しくは公益財

団法人日本財団の補助金の交付を受けてはならない。 

（14）都道府県又は指定都市若しくは中核市は、国から概算払により間接補助金に係

  る補助金の交付を受けた場合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅

  滞なく間接補助事業者に交付しなければならない。 

（15）都道府県又は指定都市若しくは中核市は、間接補助金を間接補助事業者に交付

する場合には、（１）から（13）に掲げる条件（（２）中入所定員及び通所定員

を除く。）を付さなければならない。この場合において（１）から（５）､（７）

及び（10）中「厚生労働大臣等」とあるのは「都道府県知事」又は「指定都市若

しくは中核市の長」と「当該事業年度の２月１５日」とあるのは「当該事業年度

の２月５日」と「毎年度２月末日」とあるのは「毎年度２月１５日」と「国庫」

とあるのは「都道府県」又は「指定都市若しくは中核市」と（６）中「厚生労働



 － 56 － 

大臣等の承認」とあるのは「都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の承

認」と（10）中「別紙様式７」とあるのは「別紙様式８」と読み替えるものとす 

  る。 

（16）（15）により付した条件に基づき都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の

長が承認又は指示をする場合には、あらかじめ厚生労働大臣等の承認又は指示を

受けなければならない。 

（17）間接補助事業者から財産の処分による収入及び補助金に係る消費税及び地方消

  費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の

  全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（申請手続） 

８ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２６条第２項に基づき、補

  助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合。 

  ア 補助事業者は、別紙様式４による申請書に関係書類を添えて、都道府県知事

が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。 

イ 都道府県知事は、アの申請書を受理したときは、これを審査し、とりまとめ

のうえ、毎年度５月末日までに地方厚生(支)局長に提出するものとする。 

（２）都道府県、指定都市、中核市、保健所設置市及び特別区の場合 

補助事業者は、別紙様式４による申請書に関係書類を添えて､毎年度５月末日ま

でに地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

（３）（１）及び（２）以外の場合 

   補助事業者は、別紙様式４による申請書に関係書類を添えて、毎年度５月末日

までに厚生労働大臣等に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

９ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請

 等を行う場合には、８に定める申請手続に従い毎年度１月末日までに行うものとす

 る。 

なお、当初申請時の提出書類と内容に変更がないものについては、提出を省略

 することができるものとする。 
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（交付決定までの標準的期間） 

10 この補助金の交付の決定までの標準的期間は、次のとおりとする。 

（１）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２６条第２項に基づき、補

助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合において、都道府県知事

は、８又は９による申請書が到達した日から起算して原則として１月以内に地方

厚生(支)局長に提出を行うものとし、地方厚生(支)局長は、都道府県知事から申

請書が到達した日から起算して原則として２月以内に交付の決定（決定の変更を

含む。（２）において同じ。）を行うものとする。 

（２）都道府県、指定都市、中核市、保健所設置市及び特別区の場合、地方厚生（支）

局長は、８又は９による申請書が到達した日から起算して原則として３月以内に

交付の決定を行うものとする。 

（３）（１）又は（２）以外の場合、厚生労働大臣は、８又は９による申請書が到達

した日から起算して原則として３月以内に交付の決定を行うものとする。 

 

（補助金の概算払） 

11 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範

囲内において概算払をすることができる。 

 

（実績報告） 

12 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

（１）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２６条第２項に基づき、補

  助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合 

  ア 補助事業者は、別紙様式５による申請書に関係書類を添えて、都道府県知事

が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。 

  イ 都道府県知事は、アの申請書を受理したときは、これを審査し、とりまとめ

   のうえ、事業の完了の日から起算して１月を経過した日（７の（３）により事

   業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１

   月を経過した日）又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、地方厚生

   (支)局長に提出しなければならない。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この補助金の交付の決定に係る国の会

計年度の翌年度の４月３０日までに別紙様式６による年度終了実績報告書を地
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方厚生(支)局長に提出して行うものとする。 

（２）都道府県、指定都市、中核市、保健所設置市及び特別区の場合 

補助事業者は、別紙様式５による事業実績報告書に関係書類を添えて、事業の

完了の日から起算して１月を経過した日（７の（３）により事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１月を経過した日）又

は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、厚生労働大臣等に提出しなければ

ならない。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この補助金の交付の決定に係る国の会計

年度の翌年度の４月３０日までに別紙様式６による年度終了実績報告書を厚生労

働大臣等に提出して行うものとする。 

（３）（１）及び（２）以外の場合 

補助事業者は、別紙様式５による事業実績報告書に関係書類を添えて、事業の

完了の日から起算して１月を経過した日（７の（３）により事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１月を経過した日）又

は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、厚生労働大臣等に提出しなければ

ならない。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この補助金の交付の決定に係る国の会計

年度の翌年度の４月３０日までに別紙様式６による年度終了実績報告書を厚生労

働大臣等に提出して行うものとする。 

 

（補助金の返還） 

13 厚生労働大臣等は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について

国庫に返還することを命ずる。 

 

（その他） 

14 特別の事情により５、８、９及び12に定める算定方式、手続によることができな

い場合にはあらかじめ厚生労働大臣等の承認を受けてその定めるところによるもの

とする。 
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別表１の２（都市部における１㎡当たりの基準単価） 

                                                                （単位：円） 

         

      施設種別 

 

                  

構 造 別 

 

難病相談支援センター 

 

鉄筋及び木造 ブロック 

基準単価 209,900 183,800 

（注）令和元年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用する。 

 

 

別表１の３（冷暖房設備工事費：１㎡当たりの基準単価） 

                                                      （単位：円） 

暖房設備工事費 冷房設備工事費 冷暖房設備工事費 

 

15,800 

 

 

22,200 

 

27,800 

（注）令和元年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用する。 

 

 

別表１の４（浄化槽設備工事費基準単価） 

                        （単位：円） 

 

難病相談支援センター 

 

 

38,200 

 

（注）１．処理対象人員は、厚生労働大臣が認めた１日あたり利用者数及び職員基準

定員数の合計額とする。 

   ２．令和元年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用する。 
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別表１の５（都市部における冷暖房設備工事費：１㎡当たりの基準単価） 

                                                      （単位：円） 

暖房設備工事費 冷房設備工事費 冷暖房設備工事費 

 

16,600 

 

 

23,300 

 

29,200 

（注）令和元年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用する。 

 

 

別表１の６（都市部における浄化槽設備工事費基準単価） 

                     （単位：円） 

 

難病相談支援センター 

 

 

40,100 

 

（注）１．処理対象人員は、厚生労働大臣が認めた１日当たり利用者数及び職員基準

定員数の合計額とする。 

   ２．令和元年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用する。 
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別表２ 

基 準 面 積 

施 設 別 基 準 面 積 

精 神 科 病 院 

 

１ 新 設                    25.0 ㎡ 

                  

 ２ 増設及び改築                 13.2 〃 

   ただし、 

   老人精神病棟に改築する場合          15.3 〃 

   認知症治療病棟に改築する場合         25.0 〃 

 

 ３ 改 修                                       10.0 〃 

 

精神保健福祉センター 

 

１ Ａ 級                    825  ㎡ 

 

 ２ Ｂ  級                    408  〃 

 

 

精 神 科 救 急 医 療 

セ ン タ ー 

 

改 修                                           25.0 ㎡ 

精 神 科 デ イ ・ ケ ア 

施 設 

 

 １ 独立施設型                  16.3 ㎡ 

 ２ 病院付設型（認知症デイ・ケア施設 

   を含む）                     11.3 〃 

 

食 肉 衛 生 検 査 所 

 

 年間と畜検査頭数 

 １ ３０万頭以上                 500  ㎡ 

 ２ ２０万頭以上３０万頭未満           450 〃 

 又は、年間食鳥検査羽数 

 １ ３００万羽以上                500 〃 

 ２ ３０万羽以上３００万羽未満          450 〃 

 

医 薬 分 業 推 進 支 援 

セ ン タ ー 

 

 １ 備蓄・薬事情報・調剤センター         200  ㎡ 

 ２ 備蓄・薬事情報センター            180 〃 

 ３ 備蓄・調剤センター              120 〃 

 ４ 調剤・薬事情報センター            100 〃 

 ５ 備蓄センター                 100  〃 

 ６ 薬事情報センター                80 〃 

 ７ 調剤センター                  20 〃 
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施 設 別 基 準 面 積 

 

第二種感染症指定 

医 療 機 関 

 

新設、増設及び改築                           15.0 ㎡ 

 

新型インフルエンザ 

等患者入院医療機関 

 

新設、増設及び改築                           15.0 ㎡ 

 



 
健発０４０１第１１号  

令和２年４月１日   

 

 

各都道府県衛生主管部（局）長 殿 

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 長 

 （公 印 省 略） 

 

 

新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業の実施について 

 

 

標記については、「新型インフルエンザ患者入院医療機関整備事業実施要綱」（平成20年10

月16日健発第1016005号厚生労働省健康局長通知の別紙（以下「実施要綱」という。）により

実施していただいているところです。今般、実施要綱の一部を別添新旧対照表のとおり改正し、

令和２年４月１日から適用することとしましたので、通知いたします。 

また、別紙の内容について御了知の上、貴管内の医療機関等への周知をお願いします。 

 



 
（別添） 

新型インフルエンザ患者入院医療機関整備事業実施要綱 一部改正新旧対照表（改正箇所のみ抜粋） 
（下線部分は改正箇所） 

改正後 現 行 
(別紙)  

 

新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実施要綱 

 

第１．（略） 

 

第２．（略） 

 

第３． 整備対象施設及び設備  

（１） 施 設  

新型インフルエンザ等患者入院医療機関は、陰圧化や個室化等、院内感染防止に配慮

した病床整備をすること。  

（２） 設 備  

ア （略） 

イ （略） 

ウ （略）  

エ （略） 

オ （略） 

カ 体外式膜型人工肺及び付帯する備品 

    キ 簡易病室及び付帯する備品 

 

 

第４． （略）  

 

第５． （略） 

  

第６． （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(別紙)  

 

新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実施要綱 

 

第１．（略） 

 

第２．（略） 

 

第３． 整備対象施設及び設備  

（１） 施 設  

新型インフルエンザ等患者入院医療機関は、陰圧化や個室化等、院内感染防止に配慮

した病床整備をすること。  

（２） 設 備  

ア （略） 

イ （略） 

ウ （略）  

エ （略） 

オ （略） 

カ 体外式膜型人工肺 

    キ （新設） 

     

 

第４． （略） 

 

第５． （略） 

  

第６． （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
（別添）  

 

 

個人防護具に関する規格参考例 

 

 

マスク  （略） 

  

ゴーグル  （略） 

  

ガウン    （略） 

 

グローブ  （略） 

 

キャップ  （略） 

  

フェイスシールド （略） 

 

（別添）  

 

 

個人防護具に関する規格参考例 

 

 

マスク  （略） 

  

ゴーグル  （略） 

  

ガウン    （略） 

 

グローブ  （略） 

 

キャップ  （略） 

  

フェイスシールド （略） 

 
 



(別紙)  

新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実施要綱 

 

第１． 事業目的  

平成25年６月に策定した「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」において、国は都

道府県に対し、新型インフルエンザ等発生に備え、あらかじめ患者を受け入れる診療体

制についての計画を策定し、病床を試算するよう要請しているところである。  

また、新型コロナウイルス感染症についても、国は都道府県に対し、必要に応じて適切

な医療の提供を確保するよう依頼しているところである。 

これに基づき都道府県が確保した、新型インフルエンザ等の患者の入院医療を提供す

る医療機関 (以下「新型インフルエンザ等患者入院医療機関」という。) において、新型イ

ンフルエンザ等発生時に、入院患者に対する医療を提供する中で病床及び医療資器材

の不足が生じ、迅速かつ適切な医療の提供ができなくならないようにするため、必要な病

床及び医療資器材等についてあらかじめ整備し、医療体制の強化を図ることを目的とす

る。  

 

第２． 事業の実施主体  

この事業の実施主体は、都道府県のほか、新型インフルエンザ等が発生した際、患者

への医療を提供することとしている新型インフルエンザ等患者入院医療機関とする。 

 

第３． 整備対象施設及び設備  

（１） 施 設  

新型インフルエンザ等患者入院医療機関は、陰圧化や個室化等、院内感染防止

に配慮した病床整備をすること。  

（２） 設 備  

ア 新設、増設に伴う初度設備を購入するために必要な需要品(消耗品)及び  

備品購入費  

イ 人工呼吸器及び付帯する備品  

ウ 個人防護具 (マスク、ゴーグル、ガウン、グローブ、キャップ、フェイスシールド)  

エ 簡易陰圧装置  

オ 簡易ベッド  

カ 体外式膜型人工肺及び付帯する備品 

キ 簡易病室及び付帯する備品 

 

 



第４． 事業の実施方法  

（１）  新型インフルエンザ等発生時において、その感染が原因となり、新型インフルエン

ザ等患者入院医療機関で入院している者に対する医療を提供するために必要な病

床及び医療資器材について、二次医療圏ごとに整備するものとする。  

    なお、新型コロナウイルス感染症については、都道府県が必要と認めた範囲内で

整備するものとする。 

（２）  人工呼吸器、簡易陰圧装置、簡易ベッド及び体外式膜型人工肺（新型コロナウイ

ルス感染症患者に対し使用する場合に限る。）の整備については、新型インフルエ

ンザ等発生までの間において、保守点検を行うこと。  

また、機能を維持するため、平時より使用することを認めるものとするが、新型イン

フルエンザ等発生時には、患者に対し即時使用できるよう、 新型インフルエンザ等

患者入院医療機関において、設備の保守点検を定期的に行うことや、医療機関内

で効率的な使用ができるよう利用状況を把握するなど適切に管理すること。  

（３）  個人防護具の整備にあたっては、各品目の規格に関する一例を別添に示したの 

で、整備する際は参考にされたい。  

また、個人防護具の整備にあたっては、新型インフルエンザ等患者入院医療機

関において適切に管理すること。  

（４）  事業実施にあたっては、対象医療機関が通常使用している医療資器材について  

事前に把握し、医療従事者が支障なく使用できるよう考慮すること。  

（５）  都道府県においては、新型インフルエンザ等が発生した場合に、新型インフルエ

ンザ等患者入院医療機関に対し、整備した施設及び医療資器材を使用できる体制

を整えるよう指示を与えること。  

 

第５． 経費の負担  

当該事業に要する経費については、厚生労働大臣が別に定める「保健衛生施設等施

設・ 設備整備費国庫負担（補助）金交付要綱」に基づいて、予算の範囲内で国庫補助を

行うものとする。 

  

第６． その他  

この要綱に定めのないものについては、 健康局結核感染症課と協議するものとする。  

 

 

 

 

 

 



（別添）  

 

 

個人防護具に関する規格参考例 

 

 

マスク    感染リスクの高い医療従事者が着用することを考慮し、ＮＩOSＨ (米国労働安  

全衛生研究所) 規格Ｎ95、 または不織布素材で製造されているサージカルマ  

スクであること。  

顔面とマスクのフイットを高いレベルで確保できるよう、伸縮性のある締めひ 

で首周りと後頭部を押さえる構造である。  

鼻部から漏れこみを抑えられるノーズクリップが装着されている。 

  

ゴーグル   防曇処理加工が施され、 レンズ部は耐衝撃性の高いポリカーボネイト製で  

ある。次亜塩素酸液への浸漬やアルコール清拭による消毒で再利用が可能で  

ある。眼鏡をかけた者でも装着が可能である。密封式タイプである。 

  

ガウン    耐水性のある不織布素材である。  

長袖で体の前面をおおえる後ろ開き形状であり、通気性、透湿性があるもの。  

業務遂行に支障のないよう、首部及び腰部背面で留めるしめひもを有する。  

 

グローブ  水の浸透性がなく、たんぱくアレルギーを起こしにくい素材である。  

手首にガウンとグローブの隙間ができないように十分な長さを有している。  

 

キャップ  毛髪を覆い、こぼれ出るのを防ぐゴム付きのもの。  

マスクやゴーグルの着脱時に巻き込まれて外れないもの。  

不織布素材であること。 

  

フェイスシールド  

防曇処理加工が施され、眼鏡をかけた者でも装着が可能である。 


